
第 ７ 期  決 算 公 告

平成21年6月26日
埼玉県さいたま市浦和区常盤七丁目４番１号

株式会社 埼 玉 り そ な 銀 行
代表取締役社長 上 條 正 仁

貸借対照表（平成21年3月31日現在）

（単位：百万円）

    科             目 金          額     科             目 金          額

    （資   産   の   部）     （負   債   の   部）

254,631 9,389,005

現 金 128,701 当 座 預 金 225,462

預 け 金 125,929 普 通 預 金 5,193,591

227,327 貯 蓄 預 金 205,906

245,111 通 知 預 金 7,661

67,609 定 期 預 金 3,573,872

16,015 そ の 他 の 預 金 182,511

商 品 国 債 2,632 107,050

商 品 地 方 債 2,395 49,542

その他の商品 有価 証券 10,987 10,997

2,772,141 106,400

国 債 2,138,249 借 入 金 106,400

地 方 債 302,983 149

社 債 219,396 売 渡 外 国 為 替 106

株 式 96,781 未 払 外 国 為 替 42

そ の 他 の 証 券 14,730 95,000

6,369,978 58,083

割 引 手 形 30,925 未 決 済 為 替 借 12

手 形 貸 付 257,198 未 払 法 人 税 等 1,935

証 書 貸 付 5,635,022 未 払 費 用 14,511

当 座 貸 越 446,831 前 受 収 益 2,940

7,441 先 物 取 引 差 金 勘 定 5

外 国 他 店 預 け 7,132 金 融 派 生 商 品 6,203

買 入 外 国 為 替 134 そ の 他 の 負 債 32,474

取 立 外 国 為 替 174 2,177

45,187 1,472

未 決 済 為 替 貸 0 4,396

前 払 費 用 938 21,064
未 収 収 益 11,627
先 物 取 引 差 入 証 拠 金 291
先 物 取 引 差 金 勘 定 1

金 融 派 生 商 品 6,756 （純   資    産  の   部）

そ の 他 の 資 産 25,570 70,000

58,131 100,000

建 物 21,754 資 本 準 備 金 100,000
土 地 31,117 72,654
建 設 仮 勘 定 348 利 益 準 備 金 20,012

その他の有形 固定 資産 4,912 そ の 他 利 益 剰 余 金 52,642

3,029 繰 越 利 益 剰 余 金 52,642

ソ フ ト ウ ェ ア 350 242,654

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 2,678 △    14,300

25,750 △       336
21,064 △    14,637

△       40,061

10,073,357 10,073,357

現 金 預 け 金 預 金

コ ー ル ロ ー ン

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

売 現 先 勘 定

有 価 証 券 借 用 金

外 国 為 替

社 債

貸 出 金 そ の 他 負 債

外 国 為 替

賞 与 引 当 金

そ の 他 資 産 退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 引 当 金

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計 9,845,340

資 本 金

有 形 固 定 資 産 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 税 金 資 産 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

228,017

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

支 払 承 諾 見 返 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

貸 倒 引 当 金

純 資 産 の 部 合 計



損益計算書

（単位：百万円）

科　　　     　　　目 金　　　　　    　        　　額

212,900
168,293
140,610
22,229
3,742
512
91
0

1,105
32,296
8,343
23,952
9,098
809
166
6,876
1,247
0

3,211
26
3,185

167,397
25,260
20,257
841
225
10
179
1,871
1,662
200
11

19,291
1,721
17,569
12,097
7,736
3,960
400
76,518
34,229
13,027
11,426
1,092
3,587
5,095

45,503
873

11
862

211
179
31

46,165
20,178
△ 3,030

17,148
29,016

平成20年4月 1日から
平成21年3月31日まで

預 け 金 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

コ ー ル ロ ー ン 利 息

債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息

買 入 手 形 利 息

受 入 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益

外 国 為 替 売 買 益

そ の 他 経 常 収 益

株 式 等 売 却 益

そ の 他 の 経 常 収 益

商 品 有 価 証 券 売 買 益

国 債 等 債 券 売 却 益

金 融 派 生 商 品 収 益

そ の 他 の 業 務 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

譲 渡 性 預 金 利 息

借 用 金 利 息
社 債 利 息
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息

コ ー ル マ ネ ー 利 息
売 現 先 利 息
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用

支 払 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 費 用

国 債 等 債 券 償 却

営 業 経 費

そ の 他 業 務 費 用

国 債 等 債 券 売 却 損

国 債 等 債 券 償 還 損

株 式 等 償 却

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益

そ の 他 経 常 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 出 金 償 却

株 式 等 売 却 損

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

減 損 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税 ､住民税及び事業税



 
 
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
重要な会計方針 
1．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 
2．有価証券の評価基準及び評価方法 
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券で時価のあるもののうち株式につい

ては決算日前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額、また、それ以外については決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移
動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価
差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

3．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 
4．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 
有形固定資産の減価償却は、建物については定額法を、動産については定率法をそれぞれ採用しております。 
また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

      建 物  8年～50年 
      その他  2年～20年 
(2)無形固定資産 

無形固定資産の減価償却は、定額法により実施しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。 
5．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
6．引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準により、次のとおり計上しております。 
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に係る債権、及び法的に経営破綻の事実が発生して
いないものの実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直

接減額後の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を減算した残額を計上しております。 
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）及び今後の管理
に注意を要する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取に係るキャッシュ・フローを合理的に見積

もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする
方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。 
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した予想損失率等に基づく額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が実施した資産査定を、当該部署から独立した資産監査部署が監査し、その査定
結果に基づいて、上記の引当を行っております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控

除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は32,931百万円であります。 
（追加情報） 
破綻懸念先のうちキャッシュ・フロー見積法を適用しない債務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を減算した残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要額を計上しておりましたが、当事業年度において当該債権に対す
る引当額と貸倒実績の乖離が判明し、その要因分析等の結果、予想損失率に基づく貸倒引当金の計上がより合理的と判断されたため、過去の一
定期間における貸倒実績から算出した予想損失率等に基づく額を計上しております。この変更により、経常利益及び税引前当期純利益は、従来

の方法によった場合に比べ4,426百万円増加しております。 
(2)賞与引当金 
賞与引当金は、従業員への業績インセンティブ給与の支払いに備えるため、従業員に対する業績インセンティブ給与の支給見込額のうち、当事

業年度に帰属する額を計上しております。 
(3)退職給付引当金 
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上してお

ります。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理方法は以下のとおりであります。 
        過去勤務債務    その発生年度に一括して損益処理 
        数理計算上の差異  各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌期から損益処理 
(4)その他の引当金 
その他の引当金は、将来発生が見込まれる費用又は損失について合理的に見積もることができる金額を計上しております。 

主な内訳は次のとおりです。 
預金払戻損失引当金        2,263百万円 
負債計上を中止した預金について、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、計上しております。 

信用保証協会負担金引当金  1,667百万円 
信用保証協会の責任共有制度や提携商品における負担金として、将来発生する費用を見積もり、計上しております。 

7．リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年 4月 1日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の
賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
8．ヘッジ会計の方法 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という）に規定する繰延ヘッジによっておりま
す。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワ

ップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、
ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジを行っております。 

9．消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
10．連結納税制度の適用 

株式会社りそなホールディングスを連結納税親会社とする連結納税主体の連結納税子会社として、連結納税制度を適用しております。 
 
 

 
 



 
 
会計方針の変更 

（リース取引に関する会計基準） 
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関
する会計基準」（企業会計基準第13号平成19年 3月 30日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号同

前）が平成 20 年 4 月 1 日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び適用指針を適用して
おります。これによる影響はありません。 
 

注記事項 
（貸借対照表関係） 
1．現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券は

245,077百万円で、すべて（再）担保に差し入れております。 
2．貸出金のうち、破綻先債権額は6,084百万円、延滞債権額は70,530百万円であります。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みが

ないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）のうち、法人税法施
行令(昭和40年政令第97号)第 96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予し

た貸出金以外の貸出金であります。 
3．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は3,895百万円であります。 
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該

当しないものであります。 
4．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は19,423百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄

その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 
5．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は99,933百万円であります。 
なお、上記2. から 5. に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

6．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は､売
却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は31,059百万円であります。 
7．担保に供している資産は、次のとおりであります。                                      

 担保に供している資産 商品有価証券 10,987 百万円 
  有価証券 2,212,563 百万円 
  貸出金 19,259 百万円 
 担保提供資産に対応する債務 預金 39,247 百万円 
  売現先勘定 10,997 百万円 
  借用金 24,400 百万円 
上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券145,360百万円を差し入れております。また、その他

の資産のうち敷金保証金は3,023百万円であります。 
8．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違
反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。 

これらの契約に係る融資未実行残高は、1,252,313 百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可
能なものが1,231,630百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・フロ

ーに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当社が実
行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。 
また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況

等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 
9．有形固定資産の減価償却累計額   50,088百万円 
10．有形固定資産の圧縮記帳額           7,266百万円  

11．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金82,000百万円が含まれております。 
12．社債は、全額劣後特約付社債であります。 
13．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する当社の保証債務の額は36,191百万円であり

ます。 
14．１株当たりの純資産額              60,004円 60銭 
15．貸借対照表に計上した固定資産のほか、車輌及び事務用機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しており
ます。 
なお、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に関する事項は、次のとおりであり
ます。 
 (1)取得価額相当額 有形固定資産 13 百万円 
 (2)減価償却累計額相当額 有形固定資産 9 百万円 
 (3)期末残高相当額 有形固定資産 4 百万円 
 (4)未経過リース料期末残高相当額 １年内 2 百万円 
  １年超 2 百万円 
  合計 4 百万円 
 (5)支払リース料、減価償却費相当額 支払リース料 5 百万円 
 及び支払利息相当額 減価償却費相当額 5 百万円 
  支払利息相当額 0 百万円 
 (6)減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 (7)利息相当額の算定方法 
  

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっております。 

16．関係会社に対する金銭債務総額      58,704百万円 
17. 当事業年度末の退職給付債務等は、以下のとおりであります。 
 退職給付債務 △39,992 百万円  
 年金資産（時価） 35,613   

 未積立退職給付債務 △ 4,379  
 未認識数理計算上の差異 9,453   

 貸借対照表計上額の純額 5,074  
       前払年金費用 6,546   
       退職給付引当金 △ 1,472   

18．銀行法施行規則第19条の２第１項第３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国内基準）は10.54％であります。



 
 
（損益計算書関係） 

1．関係会社との取引による収益 
 その他業務・その他経常取引に係る収益総額 10百万円  
関係会社との取引による費用 

 資金調達取引に係る費用総額 939百万円  
 その他業務・その他経常取引に係る費用総額 1,113百万円  
2．関連当事者との取引に関する事項は次のとおりであります。 

(1)兄弟会社等       

 属性 会社等 
の名称 

議決権等の所有 
（被所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 
(百万円)(注)1 

科目 期末残高 
(百万円) 

備考 

 コールローン 371,783 コールローン 864 

 
親会社の 
子 会 社 

株式会社 
りそな銀行 

－ 提 携 関 係 コールローン 

利息 
2,582 未収収益 0 

(注)2 

住宅ローン等 

に係る被保証 
3,041,462 － － 

保証料 5,466 未払費用 448 

 

親会社の 

子 会 社 

りそな保証 

株式会社 

直接 

11.7％ 

保証委託関係 

預金取引関係 

代位弁済 9,526 － － 

(注)3 

（注）1．取引金額は、コールローンについては当事業年度中の平均残高を、住宅ローン等に係る被保証については当事業年度末の被保証残高
を、それぞれ記載しております。 

2．コールローンは、主として期間１ヶ月の取引であり、利率は、取引期間に応じ、市場の実勢相場に基づき合理的に決定しております。 
3．住宅ローン等に係る被保証の保証条件は、信用リスク等を勘案し、毎期交渉の上決定しております。 

(2)役員及び個人主要株主等      

 属性 氏名 議決権等の所有 
（被所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 
(百万円) 

科目 期末残高 
(百万円) 

備考 

 役員及び 

その近親者 
荒井 隆男 － 当 社 監 査 役 預金取引 － 預金 15 (注)1 

預金取引 － 預金 81 (注)1 役員及び 

その近親者 
荒井 克治 － 

当 社 監 査 役 

荒井 隆男の父 資金の貸付 － 貸出金 472 (注)2 

役員及び 

その近親者 

荒井 邦夫 

荒井 綾子 
－ 

当 社 監 査 役 
荒井隆男の兄 
当 社 監 査 役 
荒井隆男の義姉 

賃貸マンショ

ンローンに係
る被保証 

－ － 472 (注)3 

（注）1．自由金利型定期預金であり、利率は、取引期間に応じ、市場の実勢相場に基づき合理的に決定しております。 
2．市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、期間26年、1ヶ月毎元利均等返済の賃貸マンションローンであり、不動産担保の
提供も受けております。 

3．当社役員の近親者への賃貸マンションローンに係る保証であり、不動産担保の提供も受けております。 
3．1株当たり当期純利益金額       7,635円 94銭 
4．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。 

 
 
（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品国債」「商品地方債」「その他の商品有価証券」中の短期社債、「買
入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。 
1．売買目的有価証券（平成21年3月 31日現在） 

  貸借対照表計上額 
(百万円) 

当事業年度の損益に含まれた 
評価差額（百万円） 

   

 売買目的有価証券 16,015  71       

2．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成21年 3月 31日現在） 

  貸借対照表計上額

(百万円) 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

うち益 

（百万円） 

うち損 

（百万円） 

 

 国債 168,893  168,473  △   420  84  504   

 地方債 223,811  228,595  4,784  4,842  58   

 合  計 392,704  397,069  4,364  4,927  562   

（注）1．時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。 
      2．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 
3．その他有価証券で時価のあるもの（平成21年 3月 31日現在） 

  取得原価 
（百万円） 

貸借対照表計上額
(百万円) 

評価差額 
（百万円） 

うち益 
（百万円） 

うち損 
（百万円） 

 

 株式 79,175  91,807  12,632  16,649  4,017   

 債券 2,239,004  2,222,254  △16,750  3,214  19,964   

   国債 1,986,795  1,969,355  △17,439  1,830  19,270   

   地方債 78,289  79,172  883  1,146  263   

   社債 173,920  173,726  △   193  237  430   

 その他 83,471  80,156  △ 3,315  54  3,370   

 合  計 2,401,652  2,394,218  △ 7,433  19,919  27,352   

（注）1．貸借対照表計上額は、株式については当事業年度末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外につ

いては、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。 
      2．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 
3．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復す

る見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失と
して処理（以下「減損処理」という。）しております。当事業年度における減損処理額は、3,559百万円であり、全て株式であります。 
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、償却・引当基準の自己査定による有価証券発行会社の債務者区分に従い、

次のとおりとしております。 
正常先：原則として時価が取得原価に比べて50％以上下落 
要注意先、未格付け先：時価が取得原価に比べて30％以上下落 

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先：時価が取得原価に比べて下落 



 
 
4．当事業年度中に売却したその他有価証券（自  平成20年 4月 1日  至  平成 21年 3月 31日） 

  売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

   

 その他有価証券 2,093,350  6,902  8,828       

5．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成21年 3月 31日現在） 

 内容 貸借対照表計上額（百万円）      

 その他有価証券        

   非上場内国債券 45,669       
   非上場株式 4,973       

6．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成21年 3月 31日現在） 

  1年以内 
（百万円） 

1年超5年以内 
（百万円） 

5年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

  

 債券 1,354,677  644,557  484,577  176,816     

   国債 1,256,338  472,214  261,681  148,015     

   地方債 8,694  73,112  221,176  －     

   社債 89,644  99,230  1,720  28,801     

 その他 8,243  15,321  3,845  52,972     

 合  計 1,362,921  659,879  488,423  229,789     

 
 
（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 
 繰延税金資産   
   貸倒引当金損金算入限度超過額 21,998 百万円  

   株式等償却否認 11,584   
   退職給付関連 8,268   
   土地評価差額 3,956   

   その他有価証券評価差額金 5,022   
   その他 6,104   

 繰延税金資産小計 56,933   

 評価性引当額 △18,986   

 繰延税金資産合計 37,946   

 繰延税金負債    
   土地評価差額 △7,011   
   その他 △5,185   

 繰延税金負債合計 △12,196   

 繰延税金資産の純額 25,750 百万円  

 


